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   独立行政法人日本スポーツ振興センター法の一部を改正する法律案 

 独立行政法人日本スポーツ振興センター法（平成十四年法律第百六十二号）の一部を次

のように改正する。 

 第三条中「又は幼保連携型認定こども園」を「、幼保連携型認定こども園又は専修学校

（高等課程に係るものに限る。）」に改める。 

 第十五条第一項第八号中「学校及び」を「学校、」に改め、「という。）」の下に「及

び学校教育法第百二十四条に規定する専修学校（同法第百二十五条第一項に規定する高等

課程に係るものに限る。）」を加える。 

 附則第八条第一項を次のように改める。 

  センターは、当分の間、第十五条及び附則第六条第一項に規定する業務のほか、次に

掲げる施設の管理下における児童福祉法第四条第一項に規定する児童の災害につき、当

該児童の保護者に対し、災害共済給付を行うことができる。 

 一 保育所（児童福祉法第三十九条第一項に規定する保育所をいう。次号において同

じ。） 

 二 児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定す

る業務を目的とする施設（次号の施設を除く。）であって、文部科学大臣及び厚生労

働大臣の定めるところにより、その設備及び運営が保育所に係る基準に準ずるものと

して文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められるもの 

 三 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第二条第

六項に規定する認定こども園であって児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設の

うち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的とするもの 

 四 児童福祉法第六条の三第九項に規定する家庭的保育事業、同条第十項に規定する小

規模保育事業又は同条第十二項に規定する事業所内保育事業（次号において「特定保

育事業」という。）を行う施設 

 五 児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第六条の三第九項、第十項

又は第十二項に規定する業務を目的とする施設（次号の施設を除く。）であって、文

部科学大臣及び厚生労働大臣の定めるところにより、その設備及び運営が特定保育事

業を行う施設に係る基準に準ずるものとして文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める

基準に適合すると認められるもの 

 六 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条の二第一項の規

定による助成を受けている施設の設置者の当該助成に係る業務を目的とする施設のう

ち児童福祉法第六条の三第十二項に規定する業務を目的とするもの 

 附則第八条第三項中「学校の設置者」を「学校」に、「附則第八条第一項に規定する保

育所等の設置者又は同項に規定する特定保育事業を行う者」を「附則第八条第一項各号に



掲げる施設」に改める。 

   附 則 

 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。 



     理 由 

 専修学校の高等課程の管理下における生徒の災害及び一定の基準を満たす認可外保育施

設又は企業主導型保育事業を行う施設の管理下における児童の災害について、独立行政法

人日本スポーツ振興センターの災害共済給付の対象とする必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。 


